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ＰＳＴＮのマイグレーションに関する概括的展望について 

 

東日本電信電話株式会社（ＮＴＴ東日本）および西日本電信電話株式会社（Ｎ

ＴＴ西日本）は、これまで公表するとしておりましたＰＳＴＮのマイグレーションに

関する概括的展望について、別紙のとおり公表します。 
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ＰＳＴＮのマイグレーションについては、これまでも総務省主催の「グローバル時代におけるＩＣＴ政策に

 関するタスクフォース」等でコメントしてきたとおりであるが、コアネットワークをＰＳＴＮ※1からＩＰ網に
マイグレーション※2するにあたって、現行のＩＰ網では提供していない機能・サービスの扱い等について、

 概括的展望を今秋公表する予定としてきた。今回、本件について、以下の観点から説明させていただく。

•

 

ＩＰ系サービスへの需要のシフト及びＰＳＴＮ交換機の寿命等を勘案し、概ね10年後の2020年頃から、

 ＰＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーションを開始し、2025年頃に完了を想定。

•

 

ＰＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーションにあたり、一部提供を終了するサービスがある。概ね10年前

 の現時点においてその内容を公表し、お客様への十分な周知期間を取った上で、お客様対応を実

 施。

•

 

現在ＰＳＴＮ交換機を介して接続しているＩＰ電話のIP網同士の接続の実現等に向け、多数の関係事

 業者間で意識合わせを行なうことを提案。

ＰＳＴＮからＩＰ網にマイグレーションした後も、お客様がＰＳＴＮでご利用いただいている基本的なサービ

 スを継続して利用可能とすることはもとより、今後とも引き続きＩＰベースのサービスを拡充し、お客様の

 利便性向上に努めることにより、ＩＰ・ブロードバンドの普及拡大を図っていく考えである。

なお、メタルから光へのマイグレーションについては、サービスの創造やＩＣＴの利活用等を促進すること

 により需要を喚起して光の普及を進めることでマイグレーションを進めるとともに、メタル利用ユーザ数

 が少なくなった段階で代替サービスの提案を行う等の対応について、引き続き検討を進めていく。

1

■■
 

はじめにはじめに

※1

 

PSTN（Public Switched Telephone Networks）：公衆交換電話網、一般の加入電話回線ネットワーク
※2

 

マイグレーション（migration）：移行すること。NTTの「マイグレーション」には、上記ＰＳＴＮからＩＰ網へのマイグレーションやメタルから光へのマイグレーションの
他、旧IP網から新IP網（NGN）へのマイグレーション（2012年度末までに実施予定）がある
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情報通信情報通信市場市場のパラダイムシフトのパラダイムシフト

●情報通信分野は、ＩＰ化・ブロードバンド化・グローバル化といったパラダイムシフト（構造転換）が進展。

2

ネットワークネットワーク

音声

固定 ＮＴＴ
ＫＤＤＩ（旧ＤＤＩ）

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸ（旧日本ﾃﾚｺﾑ）

インターネット

固定 移動

ＩＳＰ

Cisco, Juniper

 

等

Apple, Google, RIM, Nokia

 

等

Acer, Asus, HP, Dell

 

等

Samsung

 

等

Amazon, Yahoo

 

等

Apple, Google, Nokia

 

等

Google, Yahoo, Microsoft

 

等

Facebook, Salesforce.com

 

等

電話、Ｆａｘ

携帯

パソコン

テレビ

交換機

ルータ サーバ

国内通信キャリア

電話

多様なグローバルプレイヤー

¥¥¥¥¥¥¥¥¥

¥¥¥¥¥¥¥¥¥

プレイヤープレイヤー 国内の通信キャリア国内の通信キャリア
国内の通信キャリアだけでなく、

 
海外のグローバル

 
プレイヤーを含め多くのプレイヤーが割拠

国内の通信キャリアだけでなく、

 
海外のグローバル

プレイヤーを含め多くのプレイヤーが割拠

1990年代 2000年代

市場市場 ネットワークサービス（電話）ネットワークサービス（電話） コンテンツ・アプリケーション、端末が拡大
（ＩＰ化、ブロードバンド化）

コンテンツ・アプリケーション、端末が拡大
（ＩＰ化、ブロードバンド化）

電子商取引

コンテンツ配信

ポータル・検索

ブログ・SNS、SaaS等

コンテンツ・アプリ

コンテンツ・
アプリケーション

コンテンツ・
アプリケーション

端末端末
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ユーザニーズの変化と各国キャリアの対応ユーザニーズの変化と各国キャリアの対応

●海外においても、ＰＳＴＮを利用した電話サービスの需要減少と、ＩＰサービスの需要増大が進展。

各国の通信キャリアも、ユーザニーズの変化に合わせて、ＩＰ・ブロードバンド化を検討・推進。

3

（出典）
・固定電話：総務省ＨＰ「世界情報通信事情」
・各通信キャリアの状況：各社報道資料等

【KT】

 

UBcN（Ultra Broadband Convergence Network）
・2008年にIP網（UBcN）を商用化

・2010年3月末で419万のユーザが光サービスを利用

【KT】

 

UBcN（Ultra Broadband Convergence Network）
・2008年にIP網（UBcN）を商用化

・2010年3月末で419万のユーザが光サービスを利用

※FTTP（Fiber To The Premises）：光ファイバをユーザ宅まで敷設（日本のFTTHと同義）
※FTTC（Fiber To The Curb）：光ファイバをユーザ宅の近くの道路脇まで敷設

（道路脇のキャビネットからユーザ宅まではメタル等を利用）
※FTTN（Fiber To The Node）：光ファイバをノードまで敷設

（ノードからユーザ宅まではメタル等を利用）

【BT】

 

21CN（21st Century Network）
・2006年よりPSTN網からIP網（21CN）への

ユーザ移行を開始したが2010年に中止

・2015年までにFTTP・FTTCで全世帯の

3分の2をカバー

【BT】

 

21CN（21st Century Network）
・2006年よりPSTN網からIP網（21CN）への

ユーザ移行を開始したが2010年に中止

・2015年までにFTTP・FTTCで全世帯の

3分の2をカバー

【FT】

 

One IT & Network
・2008年よりNGN商用サービスを開始

・2015年までにFTTHを国内全県へ拡大し、

全世帯の40％をカバー

【FT】

 

One IT & Network
・2008年よりNGN商用サービスを開始

・2015年までにFTTHを国内全県へ拡大し、

全世帯の40％をカバー

固定電話：3,458万→3,321万 （▲4％ ）

固定電話：17,769万→15,466万（

 

▲13% ）
固定電話：5,453万→5,140万（▲6%）

【DT】
・2010年下期よりNGN商用サービスを開始予定

・2012年までにFTTHで全世帯の10％をカバー

【DT】
・2010年下期よりNGN商用サービスを開始予定

・2012年までにFTTHで全世帯の10％をカバー

固定電話：3,370万→3,500万（＋4% ）

固定電話：2,357万→2,133万（▲10% ）

【NTT】

 

NGN
・2008年3月よりNGN商用サービスを開始

・2010年時点においてFTTHで全世帯の90％をカバー

【NTT】

 

NGN
・2008年3月よりNGN商用サービスを開始

・2010年時点においてFTTHで全世帯の90％をカバー

固定電話：5,961万→4,843万（

 

▲19%）

【AT&T】

 

U-verse

 
・2011年中にFTTNで3,000万世帯（全世帯の50％）をカバー

 
【Verizon】

 

FiOS

 
・2010年までにFTTPで1,700万世帯をカバー予定

 
（最終的に1,800万世帯（全世帯の70％）カバーを目標）

【AT&T】

 

U-verse

 
・2011年中にFTTNで3,000万世帯（全世帯の50％）をカバー

【Verizon】

 

FiOS

 
・2010年までにFTTPで1,700万世帯をカバー予定
（最終的に1,800万世帯（全世帯の70％）カバーを目標）

［2004年→2008年加入者（増減率）］ ［2004年→2008年加入者（増減率）］

［2004年→2008年加入者（増減率）］

［2004年→2008年加入者（増減率）］

［2004年→2008年加入者（増減率）］

［2004年→2008年加入者（増減率）］
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世界に先駆けた世界に先駆けた光光ＩＰ化の進展ＩＰ化の進展

●日本は、世界に先駆けて光ＩＰ化が進展。

4

<出典>

 

世帯カバー率：日本は総務省公表値、各国はOECD(2010),Indicators of broadband coverage

 

世帯普及率･契約数：各国規制機関の数値等を基に当社算定

 

スピード･1Mbit/sあたり料金：各社ホームページ、H21総務省内外価格差調査等による（日本はNTT東のフレッツ光ﾊｲｽﾋﾟｰﾄﾞﾀｲﾌﾟ（200Mbps））

世帯カバー率

世帯普及率

スピード

1Mbpsあたり料金

契約数

日本 韓国 アメリカ フランス ドイツ イギリス

90% 
2008.9

67% 
2008.12

13% 
2009.3

0.4% 
2009.4

0.0% 
2009.4

11% 
2009.4

38% 
2010.6

44% 
2010.3

3% 
2009.6

0.04% 
2009.9

0.00% 
2009.9

0.2% 
2009.9

1,857万

 
2010.6

832万

 
2010.3

354万

 
2009.6

2万

 
2009.9

0万

2009.9
6万

 
2009.9

200M 
ﾊｲｽﾋﾟｰﾄﾞﾀｲﾌﾟ

100M 50M 50M 40M100M

31円 36円 214円 137円 75円47円

【光ブロードバンドサービスの各国比較】 ：1位 ：2位凡例

世
帯
カ
バ
ー･

普
及
率
等

サ
ー
ビ
ス

※世帯カバー･普及率等については各国のマクロ、サービスについては日本:ＮＴＴ東日本、韓国：ＫＴ、アメリカ：Ｖｅｒｉｚｏｎ、フランス：ＦＴ、ドイツ：ＤＴ、イギリス：ＢＴの提供するサービスにて比較



●ＮＴＴ東西は、ＮＴＴグループの中期経営戦略「サービス創造グループを目指して」に基づき、ブロードバンドサー

 ビスの利用可能エリアの拡大と利活用促進に取り組んできたところであり、今後もブロードバンドサービスの普

 及拡大に積極的に取り組んでいく。

5
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ブロードバンド普及に向けたＮＴＴ東西の取り組みブロードバンド普及に向けたＮＴＴ東西の取り組み

①

 

光ブロードバンドサービスについて、エリア拡大とサービスの充実を図ってきた。

・光サービスを世界に先駆けて本格展開し、現在約1,400万の光サービスを提供

 

⇒参考1
・光のエリアカバー率は設備競争を通じて全国の90％に拡大。更に現在、ＩＲＵによるエリアカバーを推進

 

⇒参考2
・2008年からＮＧＮサービスを提供開始し、2010年度末までには、ほぼ既存の光エリアをカバーする予定

・インターネットに加えて、ＩＰ電話、映像サービス等を充実（ひかり電話、フレッツ・テレビ等）

・マンション内や室内の施工を容易にする光配線ケーブル等の研究開発・実用化を推進

今後は、光サービスの更なる需要喚起に向けて、インターネット未利用・低利用ユーザの方々にも使い易い新たな

 
サービス・料金を提供していく。

②

 

電子政府／教育／医療等のＩＣＴ利活用について、従来から全国の自治体等での具体化に参画し、サービスの充実

 
に貢献してきたが、今後も教育分野でのクラウドサービス等により積極的にＩＣＴ利活用に取り組んでいく。あわせて、

 
病院や学校等のニーズに応じて、高速大容量化に取り組む。

・総務省フューチャースクール実験への参画をはじめとした教育分野での取り組み

 

⇒参考3 
・岩手県遠野市等における遠隔健康相談・保健指導をはじめとした医療分野での取り組み

 

⇒参考4

③

 

ゲーム機、電子書籍、ネットブック等、多様化する無線端末に対応し、宅内、外出先でシームレスなブロードバンド環

 
境を実現可能な「光ポータブル」の提供を開始。また、ブロードバンド利用者の裾野拡大に向け、パソコン以外のネット

 
対応端末（光ＬＩＮＫシリーズ）を拡充してきたことに加え、簡単操作で、様々な情報を複合的に提供する「光iフレーム

 
（仮称）」を提供していく。

 

⇒参考5

④

 

リモートサポート等の安心して利用できるサービスの提供やネット安全教室の開催により利用者のＩＣＴリテラシー向上

 
に取り組む。今後も裾野の拡大に取り組んでいくとともに、アフターフォローのサポート体制を強化する。

実

 績

今

 後



●光ブロードバンドサービスの利用可能エリアの拡大と利活用促進に取り組み、現在、約1,400万の光サービス

 を提供。エリアカバー率は約90%に拡大。

●また、2008年からＮＧＮサービスを提供開始し、2010年度末までには、ほぼ既存の光エリアをカバーする予定。

2005 2006 20092001

1,325万

1,113万

878万

608万

342万

Bフレッツ
サービス提供開始

エ
リ
ア
カ

 
バ
ー
率

フレッツ光エリアカバー率

2007 2008

約1,400万

166万

2004

6

2010.9末

Ｎ
Ｇ
Ｎ
カ
バ
ー
率

（参考（参考11））
 

フレッツ光契約者数とエリアカバー率の推移フレッツ光契約者数とエリアカバー率の推移

約90%

（+176万）

（+212万）

（+235万）

（+270万）

（+266万）

【フレッツ光契約者数とエリアカバー率の推移（東西合計）】

2010年度末

 には、既存光

 エリアをカバー

NGN

 
サービス提供開始



六ヶ所村

 

〔2008.8〕青森県

住田町

 

〔2008.3〕

鹿角市

 

〔2007.6〕

気仙沼市

 

〔2008.3〕
宮城県

山形県
庄内町

 

〔2007.12〕

南陽市

 

〔2007.9〕

朝日町

 

〔2007.3〕

真室川町

 

〔2008.3〕

飯豊町

 

〔2008.11〕

舟形町

 

〔2009.2〕

1自治体（町）茨城県

村上市 旧朝日村

 

〔2007.9〕
旧山北町

 

〔2008.3〕

1自治体（市）埼玉県

ニセコ町

 

〔2004.12〕

島牧村

 

〔2009.4〕

6自治体（1町・5村）長野県

他

 

4自治体（3市・1町）

他

 

5自治体（3市・2町）

他

 

4自治体（2市・1町・1村）

磐梯町

 

〔2005.3〕

二本松市（旧岩代町）

 

〔2006.3〕

南会津町

 

〔2007.3〕

猪苗代町

 

〔2007.3〕

只見町

 

〔2006.11〕

他

 

16自治体（4市・5町・7村）

福島県

1自治体（市）栃木県

他

 

3自治体（2市・1町）

他

 

2自治体（2村）

真庭市

 

〔2007.2〕

西粟倉村

 

〔2007.3〕
新庄村

 

〔2007.10〕
岡山県

上島町

 

〔2009.5〕愛媛県

広島県

長崎県

福岡県

おおい町

 

〔2007.6〕

他

 

1自治体（市）

与論町

 

〔2009.11〕

豊後高田市

 

〔2008.2〕大分県

美馬市

 

〔2008.10〕

東みよし町

 

〔2010.2〕

南あわじ市

 

〔2006.10〕
上郡町

 

〔2009.4〕
兵庫県

中津川市

 

〔2007.9〕

白浜町

 

〔2007.10〕

紀の川市

 

〔2008.4〕

京丹後市

 

〔2009.12〕

他

 

1自治体（市）
岐阜県

山梨県 道志村

 

〔2009.7〕

美作市

 

〔2008.7〕

1自治体（市）

五島市

 

〔2008.4〕

和泊町

 

〔2009.6〕

うきは市

 

〔2007.9〕

和歌山県

新潟県

1自治体（町）千葉県

他

 

1自治体（町）

岩手県

福井県

鹿児島県 徳島県

秋田県

（参考（参考22））
 

ＩＲＵによる取り組み事例ＩＲＵによる取り組み事例

●

 

ＮＴＴ東西は、2009年度末で約90の自治体におけるＩＲＵに対して、設備構築に協力し、ブロードバンドサービ

 スを提供。

●

 

また、2009年度補正予算を活用したＩＲＵ案件に対して、現在約240の自治体の案件に取り組んでいる状況。

［2009年度末］

2自治体（1市・1町）宮崎県

他

 

1自治体（村）
京都府

北海道

7※IRU（Indefeasible Right of User）：破棄し得ない使用権
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タブレット型PC
（児童生徒用）

PC
（教員用）

無線

 
LAN

インタラクティブ
ホワイトボード
（電子黒板）

NGN

教育コンテンツ

小・中学校

家庭データセンタ等

教育アプリケーション

（参考（参考33））
 

教育分野でのＩＣＴ利活用に向けた取組み教育分野でのＩＣＴ利活用に向けた取組み

●ブロードバンド環境とインタラクティブホワイトボードやタブレットＰＣなどの情報機器を活用した新たな教育コン

 テンツ･アプリケーションの提供等、教育分野におけるＩＣＴ利活用に向けた積極的な取組みを実施。

学校生活や遠足のイベントの様子
等をリッチコンテンツで配信

教室内のＩＣＴ化

（デジタル教材閲覧、ＰＣ/電子黒板の活用）

多忙な教員の業務・事務を効率化

 
する校務支援ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝの提供

デジタル教材等をスムーズに実際

 
の授業に取り入れられる授業支援

遠隔授業・学校間交流による
多様な教育機会の実現



実施内容

住民が血圧・体重・歩数データ等を計測し、月に数回、フレッツフォンを介して管理サーバへデータ登録。

・住民は、公民館等に設置された測定機器やフレッツフォンを共同で利用。（栗原市のみ、一部の世帯で自宅からシステムを利用）

・測定データは無線でフレッツフォン
*
に接続されたレシーバに送信され、歩数計もレシーバにかざすだけで個人認証が済むため、ＩＤ／パス

 
ワードの手入力が不要で簡単操作。（最初に導入した遠野市のシステムではデータの手入力が必要であったが、今秋バージョンアップ済）

登録データを基に、遠隔ロケーションの医師や保健師がテレビ電話で、住民に対して健康アドバイスや特定保健指導を実施。

提供イメージ

測定データ 血圧、体重、歩数データ等

自治体名 岩手県

 

遠野市 宮城県

 

栗原市 福島県

 

三春町・南会津町

運用開始 2009年3月 2010年4月 2010年8月（実証実験）

規模
・医師拠点（4ヶ所）、看護師拠点（1ヶ所）
・公民館（17ヶ所）
・住民（約100名→今秋より400名まで順次拡大中）

・医師拠点（医師）（2ヶ所）
・公民館（5ヶ所）
・住民（約90名、うち5世帯は自宅からｼｽﾃﾑ利用）

【三春町】
・保健センター（1ヶ所）
・公民館（3ヶ所）
・住民（約70名）

【南会津町】
・保健センター（1ヶ所）
・公民館（2ヶ所）
・住民（約50名）

（参考（参考44））
 

医療分野でのＩＣＴ利活用に向けた取組み医療分野でのＩＣＴ利活用に向けた取組み

*本ｼｽﾃﾑで使われるﾌﾚｯﾂﾌｫﾝは、ｺﾝﾃｨﾆｭｱ・ﾍﾙｽ・ｱﾗｲｱﾝｽ（健康

 
機器の相互接続などの標準化を進めるNPO法人で、世界200社以

 
上のﾍﾙｽｹｱ製品ﾒｰｶｰなどが参加）の標準規格に対応

住民住民医師医師

フレッツフォンを活用した遠隔健康相談や保健指導を行えるシステムを提供する等、医療分野におけるＩＣＴ利

 活用に向けた積極的な取組みを実施。

*福島県三春町・南会津町は、
保健師による指導を実施。

9



（参考（参考55））
 

使い易い端末の提供使い易い端末の提供

ゲーム機、電子書籍、ネットブック等、多様化する無線端末に対応し、宅内、外出先でシームレスなブロードバンド

 環境を実現可能な「光ポータブル」を提供。

また、ブロードバンド利用者の裾野拡大に向け、ＰＣレスかつ簡単操作で、様々なコンテンツ・サービスが利用可能

 となる「光ｉフレーム（仮称）」と「Ｎ-ＴＲＡＮＳＦＥＲ」を提供（予定を含む）。

多様化する無線端末への対応多様化する無線端末への対応 ブロードバンド利用者の裾野拡大ブロードバンド利用者の裾野拡大

「光ポータブル」「光ポータブル」「光ポータブル」

ゲーム機、電子書籍、ネットブック等、多種多様な無線端末と光を接続

宅内では無線LANに接続、外出先ではフレッツ・スポット、3Gに自動接

 
続するポケットサイズのコグニティブルータ

宅内、外出先でシームレスなブロードバンド環境を利用可能

「光ｉフレーム（仮称）」「光ｉフレーム（仮称）」「光ｉフレーム（仮称）」

様々な情報を複合的に提供するプラッ

 
トフォーム端末

7インチの大きな画面、タッチパネルで

 
簡単操作

家から外へ

持ち運べる

最適なネットワークを

自動選択・自動接続

ＰＣレス簡単操作

 

もっと暮らしを楽しく・便利に

宅内宅内公衆無線ＬＡＮエリア公衆無線ＬＡＮエリアモバイルデータ通信
（3Ｇキャリア）

モバイルデータ通信
（3Ｇキャリア）

コンテンツ提供企業様

電子チラシ配信

配送・決済

ネットスーパー

（例）

ネットスーパー

（例）
待受情報

配信サービス

待受情報待受情報

配信サービス配信サービス

タッチで注文

チラシを確認

10

アップロード

スマートフォン・

 

タブレット端末
取り込み

NN--TRANSFERTRANSFER

データ格納

クラウドサービス事業者様

閲覧・検索

手書のメモ
レシート

折込チラシ

「N-TRANSFER」「「NN--TRANSFERTRANSFER」」

スキャナから直接クラウドサービスに

 
データを簡単アップロードする端末

トライアル実施結果

人気コンテンツ

利用したいコンテンツ



 

ネットショッピング



 

ネットスーパー（電子チラシ）



 

健康・医療情報



 

イベント・チケット予約



 

防災情報



 

ニュース・天気・交通



 

レシピ



 

グルメ・地域情報

屋外でも携帯端末で閲覧・検索が可能



6,022 5,960 5,806 5,516
5,123

4,730
4,334

0 19 142 421 776
1,116

5,954 5,827
5,425

4,998
4,555

1,453

8,700
8,192

9,179
9,672

10,272 10,749
11,218

4,164 3,793

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

IP電話（0ABJ-IP電話）

 

IP電話（0ABJ-IP電話）

ＰＳＴＮ固定電話※

 

（下段はＮＴＴ東西の固定電話）

 

ＰＳＴＮ固定電話※

 

（下段はＮＴＴ東西の固定電話）

年

（▲62） （▲154）
（▲290）

（▲393）

（▲393）
（▲396）

（+123）
（+279）

（+355）
（+340）

（+337）

携帯電話携帯電話

（+508）

（+479）

（+493）

（+600）

（+477）

（+469）

（+19）

（▲127）
（▲402）

（▲427）
（▲443）

（▲391）
（▲371）

●ＰＳＴＮ固定電話は、携帯電話やＩＰ電話への移行等により、ユーザ数が毎年1割程度減少。

●将来的に、ＰＳＴＮ固定電話ユーザがどの程度残っているかについて現時点で見通すことは困難だが、一定程

 度のユーザは残ることを想定。なお、それらのユーザをどのようにＩＰ網へ収容するかについては、今後更に検討。

44
 

ＰＳＴＮ固定電話の需要の減少ＰＳＴＮ固定電話の需要の減少

11

出典：総務省公表値（電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データの公表（2010年度第1四半期（6月末）より）

※ＰＳＴＮ固定電話：ＮＴＴ東西固定電話（ＩＳＤＮ含む）、直収電話（直加入、新型直収、直収ＩＳＤＮの合計）、ＣＡＴＶ電話

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 ・・・・・

単位:万契約



～ユーザへの十分な周知と関係事業者による意識合わせ～～ユーザへの十分な周知と関係事業者による意識合わせ～

12

●ＰＳＴＮ交換機については、概ね2025年頃に寿命が到来。なお、ＰＳＴＮからＩＰ網への切替に必要な期間は5

 ～6年を想定しており、概ね10年後の2020年頃から順次切替を実施。

●ＰＳＴＮのマイグレーションを円滑に実施するためには、「ユーザへの十分な周知」と「関係事業者による意識合

 わせ」が必要。そのため、マイグレーションに着手する10年前である現時点において、現行のＩＰ網では提供して

 いない機能・サービスの扱い等について公表し、課題解決に向けた検討を開始。

55
 

ＰＳＴＮ交換機の寿命の到来ＰＳＴＮ交換機の寿命の到来

マイグレーションにあたり一部提供を終了するサービスがあること、また特に法

 人ユーザについては、システム更改等の周期も考慮する必要があることから、

 十分な周知期間をとったユーザ対応を実施

ユーザへの

 十分な周知

関係事業者

 による
意識合わせ

当社だけではなく、国内外の他キャリアも既存のＰＳＴＮ網からＩＰ網への移行を

 進めていくことが想定され、ＩＰ網同士で実現する接続方式等について、関係事

 業者で意識あわせを行うことが必要

サ
ー
ビ
ス

相
互
接
続
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●ＰＳＴＮで提供している基本的なサービスについては、ＰＳＴＮのマイグレーション後においても、ＩＰ網で提供を継

 続していく考え。

●ただし、お客様のご利用の減少が見込まれるサービスについては、お客様への十分な周知期間を取ったうえで、

 ＰＳＴＮのマイグレーションや個々のサービスを提供する装置の寿命に合わせて提供を終了する考え。

66--11
 

ユーザニーズの変化に応じたサービスの扱いユーザニーズの変化に応じたサービスの扱い

【ＰＳＴＮサービスの見直し】

基本的なサービスは

提供を継続

基本的な音声サービスの他、

公衆電話、110（警察）、118（海上保安）、119（消防）、117（時報）、177（天気予報）、104（番号案内）、115（電報）

 
ナンバー・ディスプレイ、ナンバー・リクエスト、迷惑電話おことわり、キャッチホン、ボイスワープ、ボイスワープセレクト、

 
フリーアクセス、#ダイヤル、代表、ダイヤルイン

 

等

お客様のご利用の減少が

見込まれるサービスは

提供を終了※

INSネット、ビル電話、着信用電話、支店代行電話、有線放送電話接続電話、ピンク電話、短縮ダイヤル、

 
キャッチホン・ディスプレイ、ナンバー・アナウンス、でんわばん、トーキー案内、発着信専用、ノーリンギング通信

 

等

ＰＳＴＮマイグレーションに先立ち順次提供終了見込みのもの

キャッチホンⅡ、マジックボックス、ボイスボックス、ネーム・ディスプレイ、オフトーク通信、信号監視通信、ダイヤルＱ2、接続通話サービス（コレクト

コール等）

 

等

仕様変更や端末取替が

 
必要となる場合があります

※今後のお客様のご利用動向を踏まえ、必要に応じて、一部サービスでは代替サービスを提案・開発



●ＩＮＳネットの主な利用用途である、複数チャネル通信やデータ通信は、ブロードバンドサービスで代替可能。
●今後、お客様のご利用機器や情報システムの更改契機等を捉え代替サービスを提案し、ブロードバンドサービス

 への円滑な移行をサポートしていく考え。

66--22
 

サービス提供終了後の代替イメージサービス提供終了後の代替イメージ
 

（ＩＮＳネットの例）（ＩＮＳネットの例）

代替サービスのご利用イメージ

ターミナル

 

アダプタ

クレジット

 

決済端末

ＩＳＤＮ ＮＧＮ

（注）ご利用機器、情報システムの更改が必要となる場合があります。

フレッツ

 
光ネクスト

 
+

 
ひかり電話

 
（2ch･2番号）

・今まで同様の使用方法

 

・高速インターネットアクセス

 

・低廉な通話料金（8円/3分）で通話可能

電話機

ＦＡＸ

パソコン

フレッツ

 
光ネクスト

 
+

 
ひかり電話

 
オフィスＡ

フレッツ

 
光ネクスト

 
+

 
ひかり電話

 
ナンバーゲート

 
+

データコネクト

・最大100ｃｈまでご利用可能

 

・事業所間通話が無料

電話機

ＦＡＸ

パソコン

現在のご利用イメージ

電話、
ＦＡＸ、

インターネット

 
でのご利用

ＰＢＸ

オフィスの

 
音声回線での

 
ご利用

 
（23ch）

・音声通話に加え、

 
データ通信が利用

 
できる

・電話複数回線分を

 
同時に利用できる

INSネット64：2回線分
INSネット1500：23回線分

特長

ＰＯＳ、

 
ＡＴＭ、

 
クレジット

 
決済システム

 
でのご利用

・ＮＧＮならではの帯域確保型通信

 

・短時間通信に適応する柔軟な料金体系

14

クレジット

 

決済端末

ＰＢＸ



（注）

 

NGNのサービス開始に向け、ｲﾝﾀﾌｪｰｽを開示するとともに、ﾌｨｰﾙﾄﾞﾄﾗｲｱﾙを実施し技術的な接続性を確認いただいているが、ＮＴＴ東西間以外では商用サービスで実現していない。

77--11
 

ＩＰ網同士の円滑・効率的な相互接続に向けてＩＰ網同士の円滑・効率的な相互接続に向けて
 （関係事業者による意識合わせの場の設置）（関係事業者による意識合わせの場の設置）

●現時点では、ＩＰ網同士の接続は、
－インターネット接続については多数のＩＳＰ事業者の方々との直接接続が実現しているが、
－ＩＰ網を使った電話（ＩＰ電話）については、まだお客様の多いＰＳＴＮ経由で接続しており、当社ＩＰ網
と他事業者ＩＰ網との間（注）

 

、及び他事業者ＩＰ網同士の間においても、直接接続が実現していない。
しかしながら、いずれの事業者もコアネットワークのＩＰ化を進めており、今後ＩＰ電話ユーザの増加に伴って、

 
ＩＰ網同士の接続が具体化していくものと想定。

●ＩＰ電話サービスのためのＩＰ網同士の接続への移行は、お客様サービスにできる限り支障のないよう、他事業

 
者の方々のＩＰ網への移行計画をよくお聞きしながら、円滑かつ効率的に進めることが必要であり、当社とし

 
ては、多数の関係事業者間で意識合わせを行う場を設けることを提案。その際、ＩＰ網同士の接続における諸

 
課題についてよく話し合い、必要な場合は、標準化団体等への意見提起などの対応を行っていきたい。

〔現状〕 〔コアネットワークのＩＰ化（概ね10～15年後を想定）〕

【ネットワーク移行（PSTN→IP網）

 

に伴う接続形態の変化】

他事業者他事業者

固定電話
携帯電話
ＣＡＴＶ

など

ＮＴＴ東西ＮＴＴ東西

ＩＰ電話の接続は、

 

ＰＳＴＮを経由

 

して接続

ＩＰ網同士の接続における

 
検討課題（例）

・IP網の接続インタフェース条件の

 

拡充（基準となるインタフェース標

 

準のバージョンアップなど）

・電話網接続（左図）からIP網同士

 

の接続（右図）への切替方法

 

等

インターネット

ISP

ISP
ISP

・・
・

IP網

Ｉ
Ｐ
電
話

インタフェース

 

開示済

・・・

・・・

ISP接続電話網

 
接続

既存電話網（PSTN） IP網（NGN）

既存電話網（PSTN） IP網

インターネット

IP網

Ｉ
Ｐ
電
話

・・・

・・・

PSTN

PSTN

ＩＰ電話

 
接続

ISP接続

IP網

IP網（NGN）

ISP

ISP
ISP

・・
・

円滑・効率的なネットワーク

 
切替えに向け事業者間で

 
意識合わせが必要

15



77--22
 

双方向番号ポータビリティ機能の実現双方向番号ポータビリティ機能の実現

16

●固定電話の番号ポータビリティ※1については、現在、ＮＴＴ東西から他事業者等への片方向の移行機能しか

 実現できていない。

●今後、各事業者がＩＰ網に移行する際に、お客様ニーズに対応して、携帯電話と同様、双方向で利用できる

 番号ポータビリティ機能の実現に向けて、事業者間の話し合いを進めていく考え。

現状 コアネットワークのＩＰ化（概ね10～15年後を想定）

他事業者他事業者

固定電話
携帯電話
ＣＡＴＶ

など

ＮＴＴ東西ＮＴＴ東西

○

 

NTT PSTN ⇒ 他事業者網等（同一番号で移行）
×

 

他事業者網等 ⇒ NTT PSTN（番号変更が必要※2）
○

 

NTT IP網

 

⇔

 

他事業者IP網（同一番号で移行）

PSTN

IP網

IP網

IP網（NGN）

番ポ

 

DB
番ポ

 

DB

番ポ

 

DB

IP網
PSTN

PSTN

IP網

IP網（NGN）

IP網

番ポ

 

DB

番ポ

 

DB

全事業者

 

共通番ポ

 

ＤＢ

※2

 

番号ポータビリティによりＮＴＴ東西から払出された番号を利用している場合は、同一番号で移行可能

番ポDBについて、事者

 
個別とするか、事業者

 
共通とするかについて

 
検討

PSTN
番ポ

 

DB
番
号
ポ
ー
タ
ビ
リ
テ
ィ

※1

 

ご利用者が電話番号を変更せずに、利用契約する電気通信事業者を変更することができる仕組み
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ＰＳＴＮＰＳＴＮ（コアネットワーク）（コアネットワーク）のマイグレーションに向けたスケジュールのマイグレーションに向けたスケジュール

●マイグレーションに合わせて提供を終了するサービスは、2020年頃までに十分なユーザ周知と代替サービスへの

 移行を促進したうえで、順次廃止。
●マイグレーションに先立ち提供を終了するサービスについては、サービス毎の終了時期に合わせて、十分なユー

 ザ周知と代替サービスへの移行を促進し、2020年頃までに順次廃止。
●相互接続については、関係事業者間で意識合わせを行ったうえで、順次ＩＰ網同士の接続を開始。

2010年 2015年頃 2020年頃 2025年頃

サ

 
ー

 
ビ

 
ス

相

 
互

 
接

 
続

廃止サービスに関するユーザ周知
代替サービスへの移行

ＩＰ網同士の接続に向けた

 
関係事業者による意識合わせ

サービスの順次廃止

廃止サービスに関するユーザ周知
代替サービスへの移行

ＰＳＴＮ（コアネットワーク）の

 ＩＰネットワークへの

 マイグレーション
マイグレーション

 
に先立ち

 
提供を終了する

 
サービス

マイグレーション

 
に合わせて

 
提供を終了する

 
サービス サービスの順次廃止

順次ＩＰ網同士の接続を開始

ブロードバンド

 
サービス

Ｐ
Ｓ
Ｔ
Ｎ
交
換
機
の
寿
命

ブロードバンドサービスの普及促進



本資料および本説明会における将来の見通しに関する記述・言明は、現時点における情報に基

 づいて10～15年後を大胆に展望したものですが、今後、国内外の経済情勢や通信分野での技術

 革新、お客様ニーズの変化及び競争環境など、様々な要素の変化により変更することがあり、その

 確実性を保証するものではありません。
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